
事業番号 - - -

（ ）

操縦士は、航空機の運航に欠かせない存在であり、航空機の事故は一度生じるだけで多くの人命が失われる可能性があるところ、安全確保の観点から国際条約
及びそれに基づく国内法により厳しい資格（技能証明）要件が課されているなど、航空輸送の安全に直結する極めて重要な役割を担っている。
一方で、我が国航空会社の操縦士の年齢構成は50歳前後に偏在し、2030年（令和12年）頃から大量退職が見込まれているが、操縦士が機長として活躍するまで
には長い期間（10年程度）を要する。また、訪日外国人旅行者数の増加等を踏まえて航空需要の回復・増大が見込まれることから、操縦士不足が安全で安定的な
航空輸送のボトルネックとならないよう、計画的に質の高い操縦士を養成する必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

-

航空大学校に入学した学生に卒業要件である事業用操縦士（陸上多発）及び計器飛行証明の資格取得に必要な訓練を実施するとともに、航空会社のニーズも踏
まえた質の高い操縦士を養成する。

　

　

　

(目)

-

独立行政法人航空大学校運営費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000008.html

↓

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 2,473

活動内容①
（アクティビティ）

100%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

2023 （選択してください） (選択してください）

国土交通省

政策 ５ 安全で安心できる交通の確保、治安・生活安全の確保

事業の目的
（5行程度以内）

航空機の運航の安全を担う操縦士について、高齢化や航空需要の増大等を背景として深刻な不足が懸念されるところ、航空大学校において、我が国航空会社の
基幹的要員となる操縦士の養成を着実に行うこと等により、質の高い操縦士を安定的に確保し、我が国の航空輸送における安全確保とともに安定的な発展を図
る。

安全政策課乗員政策室 室長　湊　孝一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第４６条
（独立行政法人航空大学校法第３条）

関係する
計画、通知等

－

事業名 独立行政法人航空大学校運営費交付金 担当部局庁 航空局安全部 作成責任者

事業開始年度

施策
１４ 公共交通の安全確保・鉄道の安全性向上、ハイジャック・航空機テ
ロ防止を推進する

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_
tk_000037.html

平成13年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - 148

-

-

-

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 2,637 2,588 2,520 2,473 -

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

中期目標に基づく中期計画において、我が国航空会社の基幹的要員となる質の高い操縦士を養成するために年間108名（平成30 年度入学生より72名→108名に
拡大）の学生の教育を実施すること等を定め、年度計画において、具体的に年間予算や教育内容等を定めて実施している。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 2,637 2,588 2,668

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

2,637 2,588 2,668 2,473

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

2,473

https://www.mlit.go.jp/koku/koku_fr10_000008.html
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_000037.html
https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/seisakutokatsu_hyouka_tk_000037.html


成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

80

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

％ - 93.3 91.7

目標値 ％ - 80 80

達成度 ％

学生の事業用操縦士（陸上多発）及び
計器飛行証明の資格取得率を各年度と
も91％以上とする。

［計算式］
資格取得率＝当該年度における両
資格の取得者数／当該年度におけ
る両資格の取得予定者数
※当該資格は卒業要件に相当

成果実績 ％ 89.4 96.2

98.2

改善の
方向性

事業所管部局による点検・改善

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

独立行政法人航空大学校第5期中期目標（第3 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項)
http://www.kouku-dai.ac.jp/cgi-bin/upload/1297_d5plan_syomu.htm

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 時間 25,613

活動目標 活動指標

28,412

年度

91 91

定量的な成果指標 単位

時間 20,187

目標年度
令和4年度

学生の事業用操縦士（陸上多発）及び
計器飛行証明の資格取得に必要な訓
練の実施

1年間の学生訓練時間数
活動実績

7 年度

過去5年以内に卒業生を採用した航空
会社に対するアンケートについて、80％
以上の肯定的な評価を得る。

肯定的な評価＝卒業生の質
に「満足」と評価した航空会社

／全ての航空会社
達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

独立行政法人航空大学校第5期中期目標（第3 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項)
http://www.kouku-dai.ac.jp/cgi-bin/upload/1297_d5plan_syomu.htm

令和2年度 令和3年度

116.6

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

17,894

-

91

5

資格取得者（卒業者）は実際に航空会社で操縦業務を行うことになるところ、そのニーズも踏まえた質の高い操縦士を供給する必要がある。長期的に質の高い操
縦士を供給するために卒業生を採用した航空会社にアンケートを実施し、質の満足度等を把握する必要がある。

主に飛行訓練時間が確保できていないため、フライトシミュレーターの有効活用や訓練シラバスの最適化等の検討を行い、更なる訓練の効率化を図ってほしい。
現在、当局において、効率的な操縦士の養成手法の効率化に関する調査を行っているため、航空大学校への導入に向けて検討してほしい。

114.6％

90.4

目標値 ％ 91

105.7 99.3

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

22,380

航空会社の操縦士として必要な資格である、事業用操縦士（陸上多発）及び計器飛行証明の資格を航空大学校の学生に取得させるため、学科教育とともに飛行
訓練を実施しており、この飛行訓練において、実際の航空機の操縦に必要となる技能を身に付けることとなる。このため、航空大学校における主要な活動実績とし
て、定量的な記載が可能な「1年間の学生訓練時間数」を設定している。

また、航空大学校の事業の目的である、質の高い操縦士の安定的な養成について、航空大学校の中期目標において、卒業時までに事業用操縦士（陸上多発）及
び計器飛行証明の資格を取得できた者の割合である「資格取得率」を指標として設定し、この資格取得率について「各年度とも91％以上」とすることを目標として定
めている。

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

点検結果

平成30年度以降、受益者である航空会社や学生の負担増に伴い自己収入が拡大し、国費
の抑制が図られている。
また、安定的な航空輸送の確保に必要な操縦士を養成するために、訓練手法の研究や訓
練シラバスの見直し等により、資格取得率の維持・向上が図られている。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

26,64028,535 25,694

成果実績



-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成26年度 165 - - -

- - -

備考

国土交通省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 401 - - -

平成25年度 171

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

（選択してください）

（選択してください）

-

170 - - -

平成30年度 174

平成23年度 377 -

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 182 - - -

平成29年度 176 - - -

令和3年度

平成27年度

令和2年度 国土交通省

- -

0171

0174

令和4年度 2022 国交 21 0165

2021 国交

上記への対応状況

上記への対応状況

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0168

直近3年以内の独立行政法人評価における独立行政法人評価委員会の意見はなし。

外部有識者の所見

- -



国土交通省 【一般競争入札】
2,668百万円 Ｂ．民間企業（36社）

2,476百万円
学生教育を行うために必要な
訓練機の保守整備等の契約

（航空大学校の運営に必要な経費）

【一般競争入札】

C．財団法人（１社）
25百万円

入学試験身体検査の契約

【総合評価入札】

D．民間企業（3社）
294百万円

学生教育を行うために
必要な航空機の保険契約等

【随意契約（少額）】

E．民間企業（81社）
41百万円

法人の業務遂行のため必要
な装置の購入等の契約

【随意契約（少額）】

【交　付】

F．社団法人（6法人）
2百万円

法人の業務遂行のため必要な
施設の管理等の契約

A　（独）航空大学校
2,668百万円

【随意契約（少額）】
航空機の操縦に関する学科 G．財団法人（4法人）

1百万円
定期健康診断等の契約

及び技能を教授し、航空機

の操縦に従事する者を養成

【随意契約（その他）】
する業務の実施 H．民間企業（26社）

87百万円
学生教育を行うために必要な

訓練機のリース等契約

【随意契約（その他）】

Ｉ．地方公共団体（4団体）
3百万円

水道料の契約、印紙の購入

【随意契約（その他）】

※不足分は自己収入を充当
Ｊ．財団法人（1法人）

0.1百万円
学生教育を行うために必要な訓練機の

運航に関する資料の購入契約

【随意契約（その他）】

Ｋ．社団法人（1法人）
0.1百万円

学生教育を行うために必要な訓練機の
運航に関する資料の購入契約

【随意契約（その他）】

Ｌ．協議会（1法人）
0.4百万円

法人の業務遂行のため必要な
ネットワーク契約

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）



☑

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 職員人件費 1,287 業務経費 訓練機の保守整備 1,172

業務経費
訓練機保守及び燃料の調達等教育業務に関係する
経費

C. D.

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

一般管理費 管理分門等必要経費 168

計 2,668 計 1,172

1,213

業務経費 入学試験身体検査 25 一般管理費 航空保険の契約 134

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 25 計 134

業務経費 物品の購入 0.6

一般管理費 エアコン設置工事等 2.6 一般管理費 敷地内除草作業 0.9

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.2 計 0.9

業務経費 入学試験音源の作成等 0.7 業務経費 訓練機等のリース契約 74

G. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.7 計 74

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 （独）航空大学校 4350005001054
航空機の操縦に関する学科
及び技能を享受し、航空機の
操縦に従事する者を養成する

2,668
運営費交付金

交付
- -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

－

2
株式会社Japan General
Aviation Service

9010401097493
訓練機（帯広分校）の保守整
備

528
一般競争契約
（最低価格）

1 99.8％ －

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
株式会社Japan General
Aviation Service

9010401097493
訓練機（宮崎本校）の保守整
備

643
一般競争契約
（最低価格）

1 96％

77％ －

5 全日空商事株式会社 3010401036985 航空機のリース 19
一般競争契約
（最低価格）

2 96.6％

1 95.6％ －

4 全日空商事株式会社 3010401036985 航空機のリース 35
一般競争契約
（最低価格）

2

3 （株）ジャムコ 6012401012609
訓練機（仙台分校）の保守整
備

697
一般競争契約
（最低価格）

1 99.9％ －

8 株式会社パシフィック 3370801000448
訓練機（仙台）に使用する航
空機燃料の購入

106
一般競争契約
（最低価格）

2

7 空港施設株式会社 8010801003218 航空機のリース 83
一般競争契約
（最低価格）

－

6 全日空商事株式会社 3010401036985 飛行訓練装置のリース 32
一般競争契約
（最低価格）

2 97.4％ －

－

10 株式会社日米商会 6350001001320
訓練機（宮崎）に使用する航
空機燃料の購入

83
一般競争契約
（最低価格）

2 59.2％ －

68.2％ －

9 株式会社パシフィック 3370801000448
訓練機（青森）に使用する航
空機燃料の購入

2
一般競争契約
（最低価格）

1 99.8％

54.3％ －

13 損害保険ジャパン株式会社 4011101023372
建物等の火災保険、地震保
険等

35
一般競争契約
（最低価格）

3 90.8％

2 89.3％ －

12
エス・ジーシー佐賀航空株式
会社

8300001001348
訓練機（帯広）に使用する航
空機燃料の購入

54
一般競争契約
（最低価格）

2

11 東銀リース株式会社 6010001051366 航空機のリース 15
一般競争契約
（最低価格）

1 98.8％ －15
株式会社JAL CAE FLIGHT
TRAINING

5010801014135
仙台分校G58型寄贈飛行訓
練装置保守

9
一般競争契約
（最低価格）

－

14
株式会社JAL CAE FLIGHT
TRAINING

5010801014135
仙台分校G58型飛行訓練装
置保守

12
一般競争契約
（最低価格）

1 93％ －



D

E

F

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
一般財団法人航空医学研究
センター

5010805000049 入学試験身体検査 25
一般競争契約
（最低価格）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

99.7％ －

3 100％ －

2 全日空商事株式会社 3010401036985 訓練機のリース 107
一般競争契約
（総合評価）

2

1
東京海上日動火災保険株式
会社

2010001008824 訓練機の保険 134
一般競争契約
（総合評価）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

－

74.6％ －

3
三井住友ファイナンス＆リー
ス株式会社

5010401072079 訓練機のリース 53
一般競争契約
（総合評価）

4 46.8％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- 92.6％ －

3 株式会社赤井沢 1370001001430 物品の購入 0.2
随意契約（少

額）
-

2 株式会社赤井沢 1370001001430 物品の購入 0.6
随意契約（少

額）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1 株式会社赤井沢 1370001001430 エアコン設置工事 2
随意契約（少

額）
- 91.2％ －

－

5 株式会社赤井沢 1370001001430 物品の修理 0.1
随意契約（少

額）
- 97.9％ －

80.7％ －

4 株式会社赤井沢 1370001001430 物品の修理 0.2
随意契約（少

額）
- 85％

100％ －

8 アボック株式会社 7350001000098 物品の購入 0.8
随意契約（少

額）
- 100％

- 97.1％ －

7 アボック株式会社 7350001000098 物品の購入 0.9
随意契約（少

額）
-

6 株式会社赤井沢 1370001001430 物品の修理 0.1
随意契約（少

額）

- 100％ －

11 アボック株式会社 7350001000098 放送設備増設 0.2
随意契約（少

額）
-

10 アボック株式会社 7350001000098 LANアクセスポイント更新等 0.4
随意契約（少

額）

－

9 アボック株式会社 7350001000098 物品の購入 0.5
随意契約（少

額）
- 100％ －

－

13 株式会社美吹工業 7370801001574
訓練棟コンピュータラック架台
設置

2
随意契約（少

額）
- 99.6％ －

100％ －

12 アボック株式会社 7350001000098 物品の購入 0.1
随意契約（少

額）
- 100％

98.2％ －

16 SISビジョン株式会社 7011101079833 パネルの作成 0.2
随意契約（少

額）
- 100％

- 100％ －

15 SISビジョン株式会社 7011101079833 テキストの作成 2
随意契約（少

額）
-

14 佐虎建業有限会社 2460102001303 寮改装 2
随意契約（少

額）

- 100％ －

19 SISビジョン株式会社 7011101079833 ポスターの作成 0
随意契約（少

額）
-

18 SISビジョン株式会社 7011101079833 模擬問題作成 0.1
随意契約（少

額）

－

17 SISビジョン株式会社 7011101079833 卒業証書筆耕 0.2
随意契約（少

額）
- 100％ －

－

21 SISビジョン株式会社 7011101079833 感謝状の作成 0
随意契約（少

額）
- 100％ －

94.3％ －

20 SISビジョン株式会社 7011101079833 表彰状の作成 0
随意契約（少

額）
- 100％

100％ －

24 藤原工業株式会社 6460101001507 校舎入口電気錠修繕 0.2
随意契約（少

額）
- 100％

- 100％ －

23 藤原工業株式会社 6460101001507 トイレ洋式化工事 0.7
随意契約（少

額）
-

22 藤原工業株式会社 6460101001507 エプロン舗装補修工事 1
随意契約（少

額）

- 100％ －

27 藤原工業株式会社 6460101001507 滑油庫雨漏り修繕 0
随意契約（少

額）
-

26 藤原工業株式会社 6460101001507 格納庫入口扉修繕 0.1
随意契約（少

額）

－

25 藤原工業株式会社 6460101001507 トイレ座面修繕 0.1
随意契約（少

額）
- 100％ －

29
株式会社初田製作所　東北
支店

6120001150363 消防用設備等点検作業 0.8
随意契約（少

額）
- 100％

100％

28
株式会社初田製作所　東北
支店

6120001150363 消火器交換その他作業 1
随意契約（少

額）
- 99.9％

- 100％30 株式会社大進建設 6350001002681 台風災害復旧 0.6
随意契約（少

額）



G

H

☑

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
一般社団法人矢野目足軽公
社

9370805000554 除草作業 0.9
随意契約（少

額）
- 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

- 100％ －

4
社会福祉法人桜裕会サクラプ
リンテック

8350005000614 試験問題の印刷 0.2
随意契約（少

額）
-

3
（一社）九州電気管理技術者
協会

3350005003464
自家用電気工作物保安管理
業務委託

0.3
随意契約（少

額）

－

2
一般社団法人　藤元メディカ
ルシステム

2350005003795 定期健康診断 0.5
随意契約（少

額）
- 100％ －

－

6
社会福祉法人まほろば福祉
会

9350005000605 封筒の作成 0
随意契約（少

額）
- 90.9％ －

96.9％ －

5
社会福祉法人共生福祉会
萩の郷福祉工場

2370005001459 封筒の作成 0.1
随意契約（少

額）
- 100％

100％ －

2
一般財団法人　英語教育協
議会

8010005018500 入学試験の音源作成等 0.1
随意契約（少

額）
- 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

1
一般財団法人　英語教育協
議会

8010005018500 航空英語試験の音源作成等 0.5
随意契約（少

額）
-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- 100％ －

5
一般財団法人　宮崎県公衆
衛生センター

5350005005038 簡易専用水道管理検査 0
随意契約（少

額）
-

4
公益財団法人　北海道医療
団帯広第一病院

4460105000498 定期健康診断 0.4
随意契約（少

額）

－

3
一般財団法人宮城県成人病
予防協会

6370005000333 定期健康診断 0.5
随意契約（少

額）
- 100％ －

100％ －

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た
理由及び改善策

（支出額10億円以上）

- －

3 全日空商事株式会社 3010401036985 飛行訓練装置のリース 10
随意契約（その

他）
- -

- - －

2 全日空商事株式会社 3010401036985 訓練機のリース 14
随意契約（その

他）
-

1 全日空商事株式会社 3010401036985 訓練機のリース 50
随意契約（その

他）

- - －

6 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0.2
随意契約（その

他）
-

5 宮崎県官報販売所 - 官報公告 1
随意契約（その

他）

－

4 西日本電信電話（株） 7120001077523 専用線利用料 4
随意契約（その

他）
- - －

－

8 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0.1
随意契約（その

他）
- - －

- －

7 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0.2
随意契約（その

他）
- -

- －

11 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0
随意契約（その

他）
- -

- - －

10 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0
随意契約（その

他）
-

9 宮崎県官報販売所 - 官報公告 0
随意契約（その

他）

- - －

14 未来情報開発株式会社 5010001030370 システム改修 0.3
随意契約（その

他）
-

13 未来情報開発株式会社 5010001030370 システム改修 0.6
随意契約（その

他）

－

12 未来情報開発株式会社 5010001030370 システム保守 0.7
随意契約（その

他）
- - －

－

16 東日本電信電話（株） 8011101028104 専用線利用料 0.4
随意契約（その

他）
- - －

- －

15
株式会社フェニックスシステム
研究所

8350001004081 システム保守 1
随意契約（その

他）
- -

- －

19 株式会社帯広公益社 8460101000259 会場の設営 0.8
随意契約（その

他）
- -

- - －

18 東日本電信電話（株） 8011101028104 電話料 0.2
随意契約（その

他）
-

17 東日本電信電話（株） 8011101028104 電話料 0.3
随意契約（その

他）

- - －

22 NTTファイナンス（株） 8010401005011 専用線利用料 0.1
随意契約（その

他）
-

21 NTTファイナンス（株） 8010401005011 電話料 0.2
随意契約（その

他）

－

20 NTTファイナンス（株） 8010401005011 電話料 0.5
随意契約（その

他）
- - －

－

24 日本郵便（株） 1010001112577 郵便料 0.6
随意契約（その

他）
- - －

- －

23
弁護士法人　小林総合法律
事務所

6350005005409 顧問弁護士の委託 0.7
随意契約（その

他）
- -

- - －25 日本郵便（株） 1010001112577 印紙の購入 0
随意契約（その

他）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


